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【事案の概要】 

本件は，東京都府中市内の区分建物をそれぞれ所有し，その敷地権の目的であ

る土地に係る固定資産税の納税義務を負う原告らが，上記敷地権の目的である

別紙３物件目録中「（敷地権の目的である土地の表示）」欄記載の各土地（以

下「本件各土地」という。）の平成２４年度の固定資産課税台帳に登録された

価格（以下「登録価格」という。）を不服として，府中市固定資産評価審査委

員会（以下「本件委員会」という。）に対し審査の申出をしたところ，これを

棄却する旨の決定（以下「本件第１決定」という。）を受けたため，被告に対

し，〔１〕本件第１決定のうち別紙１課税明細目録記載ⅠないしⅣの各土地

（以下，同目録記載の各土地につき，記載の番号ごとに同記載Ⅰの土地を「本

件課税土地Ⅰ」などという。）につき別紙２価格目録記載Ⅰの各価格を超える

部分の取消しを求めるとともに，〔２〕府中市長が本件課税土地ⅠないしⅣの

平成２４年度の価格（後記修正前のもの）を決定するに当たり，納税者である

原告らに対する職務上の法的義務に違反して過大な価格を決定したとして，国

家賠償法１条１項に基づき，それぞれ慰謝料２０万円及び弁護士費用５万円の

損害賠償を求める旨の本件訴えを提起し，その後，府中市長が本件課税土地Ⅰ

ないしⅢ，Ⅴ及びⅥの各土地の平成２４年度の価格を減額する修正をしたこと

を受け，同各土地の修正後の登録価格を不服として，本件委員会に対し審査の

申出をしたところ，これを棄却する旨の決定（以下「本件第２決定」とい

う。）を受けたため，上記〔１〕の請求に対する予備的請求として，〔３〕本

件第２決定のうち本件課税土地ⅠないしⅢ，Ⅴ及びⅥにつき別紙２価格目録記

載Ⅱの各価格を超える部分の取消しを求める請求を追加した事案である。 

１ 固定資産評価基準（以下「評価基準」という。）の定め等 

（１）評価基準の定め 

市町村長は，総務大臣の定める評価基準（地方税法３８８条１項）によって固

定資産の価格を決定しなければならない（同法４０３条１項）ところ，本件各

土地の平成２４年度の価格の決定に当たり，その評価方法を定めた評価基準

（平成２３年総務省告示第４９３号による改正後の昭和３８年自治省告示第１

５８号）の概要は，次のアないしエのとおりである（α２）。 

ア宅地の評価 

主として市街地的形態を形成する地域における宅地の評価は，市街地宅地評価

法によって各筆の宅地について評点数を付設し，当該評点数を評点１点当たり

の価額に乗じて各筆の宅地の価額を求める方法によるものとする。 

イ市街地宅地評価法とは，〔１〕市町村の宅地を商業地区，住宅地区，工業地

区，観光地区等に区分し，当該各地区についてその状況が相当に相違する地域

ごとに，その主要な街路に沿接する宅地のうちから標準宅地を選定し，〔２〕
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標準宅地について，売買実例価額から評定する適正な時価を求め，これに基づ

いて上記主要な街路について路線価を付設し，これに比準してその他の街路の

路線価を付設し，〔３〕路線価を基礎とし，画地計算法を適用して各筆の宅地

の評点数を付設するものであり，この場合において，市町村長は，宅地の状況

に応じ，必要があるときは，画地計算法の附表（補正率表，加算率表）等につ

いて，所要の補正をして，画地計算法を適用するものとする。 

なお，上記〔１〕の状況が相当に相違する地域の区分は，各地区を，街路の状

況，公共施設等の接近の状況，家屋の疎密度その他の宅地の利用上の便等から

みて相当に相違する地域ごとに区分するものとする（以下，このようにして区

分される地域を「状況類似地域」という。）。また，上記〔２〕の主要な街路

について付設する路線価は，当該主要な街路に沿接する標準宅地の単位地積当

たりの適正な時価に基づいて付設するものとするが，この場合において，標準

宅地が画地計算法を適用すべきものであるときは，当該標準宅地の沿接する主

要な街路に付設する路線価は，当該標準宅地の適正な時価に基づき，仮に当該

標準宅地の位置に画地計算法を適用する必要がない宅地があるものとした場合

における当該宅地（以下「標準的画地」という。）の単位地積当たりの適正な

時価を算出し，これに基づいて付設するものとする。 

ウ画地計算法 

各筆の宅地の評点数は，一画地の宅地ごとに画地計算法（〔１〕奥行価格補正

割合法，〔２〕側方路線影響加算法，〔３〕二方路線影響加算法，〔４〕不整

形地，無道路地，間口が狭小な宅地等評点算出法）を適用して求めるものとす

る。この場合において，一画地は，原則として，土地課税台帳又は土地補充課

税台帳に登録された１筆の宅地によるものとする。ただし，１筆の宅地又は隣

接する２筆以上の宅地について，その形状，利用状況等からみて，これを一体

をなしていると認められる部分に区分し，又はこれらを合わせる必要がある場

合においては，その一体をなしている部分の宅地ごとに一画地とする。 

エ不動産鑑定士による鑑定評価等の活用 

前記イ〔２〕において，標準宅地の適正な時価を求める場合には，当分の間，

基準年度の初日の属する年の前年の１月１日の地価公示法による地価公示価格

及び不動産鑑定士又は不動産鑑定士補による鑑定評価から求められた価格等を

活用することとし，これらの価格の７割を目途として評定するものとする。こ

の場合において，不動産鑑定士又は不動産鑑定士補による鑑定評価から求めら

れた価格等を活用するに当たっては，全国及び都道府県単位の情報交換及び調

整を十分に行うものとする。 

（２）評価基準に関連する事務連絡及び不動産鑑定評価基準 

評価基準に関連し，次のとおりの概要の事務連絡がされ，また，不動産鑑定評
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価基準が定められている。 

ア総務省自治税務局資産評価室土地第一係長が，都道府県の担当課及びこれを

通じて市町村に送付した平成２２年３月２５日付け「平成２４年度評価替えに

係る宅地鑑定評価書の参考様式等の送付について」と題する事務連絡は，不動

産鑑定評価基準等の改正等を反映するとともに，各種様式を再整理等するもの

であるとした上，宅地鑑定評価書の様式等を通知するものであるところ，宅地

鑑定評価書は，標準価格（標準的画地の価格）を査定し，これに評価対象地

（対象標準宅地）の個別的要因の格差率を乗じて評価対象地の鑑定評価額の決

定をする様式とされている（α２１）。 

イ国土交通省の作成に係る不動産鑑定評価基準（β５）は，不動産の価格を形

成する要因（以下「価格形成要因」という。）について，不動産の効用及び相

対的稀少性並びに不動産に対する有効需要の三者に影響を与える要因をいうも

のと定めた上で，これを次のとおり，一般的要因，地域要因及び個別的要因に

分けている。 

（ア）一般的要因 

一般的要因とは，一般経済社会における不動産の在り方及びその価格の水準に

影響を与える要因をいい，それは，自然的要因，社会的要因，経済的要因及び

行政的要因に大別され，このうち，行政的要因として，土地利用に関する計画

及び規制の状態，土地及び建築物の構造・防災等に関する規制の状態等が例示

されている。 

（イ）地域要因 

地域要因とは，一般的要因の相関結合によって規模・構成の内容・機能等にわ

たる各地域の特性を形成し，その地域に属する不動産の価格の形成に全般的な

影響を与える要因をいい，住宅地域については，土地利用に関する計画及び規

制の状態等が例示されている。 

（ウ）個別的要因 

個別的要因とは，不動産に個別性を生じさせ，その価格を個別的に形成する要

因をいい，宅地については，公法上及び私法上の規制・制約等が例示されてい

る。 

また，不動産鑑定評価基準では，不動産の価格を求める鑑定評価の基本的な手

法として，原価法，取引事例比較法及び収益還元法等が挙げられている。 

２ 前提事実（証拠等を掲記しない事実は当事者間に争いがない。） 

（１）原告ａは別紙３物件目録記載Ⅰの区分建物を，原告ｂは同目録記載Ⅱの

区分建物を，原告ｃは同目録記載Ⅲの区分建物を，原告ｄは同目録記載Ⅳの区

分建物を，原告ｅは同目録記載Ⅴの区分建物を，原告ｆは同目録記載Ⅵの区分

建物をそれぞれ所有し，本件各土地を目的とする敷地権（所有権）を有してい
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る。 

原告らが所有する各区分建物は，いずれもＡ団地（別紙４参照）の第１街区に

所在する共同住宅の各専有部分である。 

（２）本件各土地のあるＡ団地の第１街区（別紙４の紫線枠内部分）は，都市

計画において都市計画法８条１項１号（用途地域）所定の第一種中高層住居専

用地域と定められている。当該地域の指定建ぺい率は６０％，指定容積率は２

００％である（同条３項２号イ，ハ）。 

Ａ団地は，都市計画において定められた都市計画法１１条１項（都市施設）８

号所定の「一団地の住宅施設」であるところ，その都市計画において，本件各

土地のうち共同住宅の敷地部分である本件課税土地ⅠないしⅢについては，建

ぺい率が２０％に，容積率が８０％にそれぞれ制限されており，本件課税土地

Ⅴ及びⅥについては，建ぺい率が１５％に，容積率が７０％にそれぞれ制限さ

れている（以下，これらの制限を「本件規制」という。）（同条２項，同法施

行令６条１項７号）。 

（３）府中市長は，本件各土地について，地方税法３４１条６号の基準年度に

当たる平成２１年度の価格を決定し，これを土地課税台帳に登録した。原告ｂ

は，平成２１年７月２日頃，本件委員会に対し，本件各土地に係る平成２１年

度の登録価格につき，本件規制を適切に考慮していないとして審査の申出（以

下「平成２１年度分審査の申出」という。）をしたところ，本件委員会は，同

審査の申出を棄却する旨の決定（以下「平成２１年度分第１決定」という。）

をした（α１）。 

原告ｂは，上記決定の取消しを求める訴えを提起し（以下，この訴訟を「平成

２１年度分訴訟」という。），第１審の東京地方裁判所は，平成２２年９月１

０日，同原告の請求を棄却する旨の判決をし，控訴審である東京高等裁判所

は，平成２３年１０月２０日，同原告の控訴を棄却する旨の判決をした（α４

４）。 

府中市長は，本件各土地について，平成２１年度の次の基準年度に当たる平成

２４年度の価格（以下「本件当初価格」という。）を決定し，これを土地課税

台帳に登録した。原告らは，平成２４年７月６日，本件委員会に対し，本件各

土地に係る平成２４年度の登録価格につき，本件規制を適切に考慮していない

として審査の申出をしたところ，本件委員会は，平成２５年３月１８日，同審

査の申出を棄却する旨の本件第１決定をした（β１）。 

（４）最高裁判所は，平成２５年７月１２日，平成２１年度分訴訟について，

上記（３）の控訴審判決を破棄し，東京高等裁判所に差し戻す旨の判決（最高

裁平成２４年（行ヒ）第７９号同２５年７月１２日第二小法廷判決・民集６７

巻６号１２５５頁）をした。 
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原告らは，平成２５年９月１７日，本件第１決定のうち本件課税土地Ⅰないし

Ⅳに係る部分の一部の取消し及び損害賠償（前記第１の１（１）及び２）を求

める旨の本件訴えを提起した（顕著な事実）。 

平成２１年度分訴訟の差戻後の控訴審である東京高等裁判所は，平成２６年３

月２７日，平成２１年度分第１決定を取り消す旨の判決をし，同年９月３０

日，最高裁判所が上告棄却及び上告不受理決定をしたことにより，上記判決

（以下「平成２１年度分東京高裁判決」という。）が確定した（α４４，５４

の１及び２）。 

本件委員会は，平成２７年７月８日，上記判決の確定を受けて，本件各土地の

うち，本件課税土地ⅠないしⅢ，Ⅴ及びⅥの平成２１年度の登録価格を減額す

る変更をし，平成２１年度分審査の申出のその余の部分を棄却する旨の決定を

した（α６１）。 

府中市長は，平成２７年９月９日，本件各土地のうち，本件課税土地Ⅰないし

Ⅲ，Ⅴ及びⅥについて，地方税法４１７条１項の規定により，平成２４年度の

登録価格を減額する修正（以下「本件修正」という。）をし，その修正後の価

格（以下「本件修正価格」という。）を土地課税台帳に登録した。原告らは，

同年１１月９日，本件委員会に対し，本件課税土地ⅠないしⅢ，Ⅴ及びⅥの平

成２４年度の本件修正後の登録価格につき，本件規制を適切に考慮するには不

動産鑑定士による鑑定が不可欠であるなどとして審査の申出をしたところ，本

件委員会は，平成２８年５月３１日，同審査の申出を棄却する旨の本件第２決

定をした（α６２，６３，６８）。 

原告らは，本件訴えにおいて，平成２８年７月２６日受付の訴えの変更等申立

書により，本件第１決定の一部の取消しを求める請求（前記第１の１（１））

に対する予備的請求として，本件第２決定の一部の取消しを求める請求（同

（２））を追加した（顕著な事実）。 

３ 争点 

（１）本件第１決定の取消しを求める訴えの利益の有無及び予備的請求の追加

の可否（被告の主張） 

ア本件第１決定の取消しを求める訴えの利益 

本件課税土地ⅠないしⅢについては，本件当初価格が本件修正により修正され

た以上，本件第１決定において本件委員会が審査の対象とした登録価格がもは

や存在せず，本件第１決定のうち本件課税土地ⅠないしⅢに係る部分が取り消

されても，本件委員会としては，審査の申出の利益がないものとして却下の決

定をせざるを得ないから，当該部分の取消しを求める訴えも訴えの利益を欠

き，却下を免れない。 

イ予備的請求の追加の可否 
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本件課税土地ⅠないしⅢは，建ぺい率，容積率がそれぞれ２０％，８０％であ

るところ，本件課税土地Ⅴ及びⅥは，建ぺい率，容積率がそれぞれ１５％，７

０％であるから，同じ一団地の住宅施設の都市計画によるものとしても，従前

審理の対象とされていなかった建ぺい率，容積率が異なる新たな土地を対象に

加えることは，請求の基礎の同一性を欠き，著しく訴訟手続を遅滞させること

となり，不適法である。 

したがって，予備的請求の追加を認めるとしても，本件課税土地ⅠないしⅢに

係る部分に限られるべきである。 

（原告らの主張） 

ア本件第１決定の取消しを求める訴えの利益 

本件修正は，地方税法４１７条１項の規定に基づくものであるところ，同項の

規定に基づく修正により，修正前の登録価格が全て不存在となるものではな

く，当該修正に係る部分を除き，依然として存在するものと考えられる。 

そして，本件当初価格に対する審査の申出に対する本件第１決定と，本件修正

価格に対する審査の申出に対する本件第２決定の関係は，国税について減額再

更正がされた場合と類似しており，本件第２決定は，本件第１決定に吸収され

ると考えるべきであり，本件第１決定が引き続き審理の対象となる。 

したがって，本件修正及び本件第２決定がされても，本件第１決定の取消しを

求める訴えの利益は失われない。 

イ予備的請求の追加の可否 

予備的請求の追加は，上記アの原告らの主張が採用されず，本件第１決定の取

消しを求める主位的請求に係る訴えの利益が失われたと判断されることに備え

てのものであり，適法な訴えの変更である。 

（２）登録価格の決定の適法性 

（被告の主張） 

ア本件当初価格について 

Ａ団地は，本件各土地のある第１街区（別紙４の紫線枠内部分）のほか，第２

街区（同緑線枠内部分）及び第３街区（同赤線枠内部分）から成るところ，府

中市長は，Ａ団地の全体を状況類似地域に区分し，主要な街路をしみず下通り

（同黄線）とした上，第１街区のうち本件課税土地ⅠないしⅢを一画地の標準

宅地として選定し，k不動産鑑定士（以下「k鑑定士」という。）に鑑定評価を

依頼した。 

k鑑定士による鑑定評価（以下「k鑑定」という。）によると，上記の標準宅地

の価格が１平方メートル当たり２７万１０００円，標準的画地の価格である標

準価格が１平方メートル当たり２６万６０００円とされ，府中市長は，これを

適切な評価と判断し，標準価格の７割である１平方メートル当たり１８万６０
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００円を主要な街路であるしみず下通りの路線価とし，これに比準して，その

他の街路の路線価を付設した。 

そして，府中市長は，上記路線価を基礎とし，画地計算法により，別紙５のと

おりの計算を経て，本件課税土地ⅠないしⅣの本件当初価格を別紙１課税明細

目録記載のとおり決定した。 

イ本件修正価格について 

本件修正は，平成２１年度分東京高裁判決が，一団地の住宅施設に係る建ぺい

率及び容積率の制限については個別的要因として減価されるべきであると判断

したこと，総務省自治税務局資産評価室からも，上記の制限については，地域

要因として路線価に反映させるのではなく，個別的要因として，画地計算時に

市町村による所要の補正を行うことが妥当であるとの照会に対する回答を得た

ことから，画地計算時に所要の補正をすることとしてされたものである。 

地価公示法に基づき，土地鑑定委員会が公示地価を決定するに際して不動産鑑

定士の鑑定評価を求めることになっているところ（同法２条１項），当該不動

産鑑定士（以下「評価員」という。）相互の連絡調整を図るために，都道府県

の区域又は２以上に区分した地域ごとに評価員によって組織される分科会が置

かれることとなっており，府中市，調布市，狛江市及び稲城市を区域として，

東京都多摩第２分科会が置かれている。同分科会においては，評価員の鑑定評

価の均衡を図るため，「土地価格比準表」（α２６）を定めており，地域要因

の一つとして「〔４〕行政的条件」が挙げられ，容積率・建ぺい率の格差率が

定められている。 

本件規制は，一団地の住宅施設の都市計画において，用途地域に関する都市計

画において定められる建ぺい率６０％，容積率２００％よりも低い建ぺい率，

容積率を定めるものであることから，地域要因ではなく，個別的要因である

が，増築や一部建替えにおいてその制限を受けることを不動産評価において考

慮するという点では地域要因と同様に考えることができる。そこで，府中市長

は，上記土地価格比準表を参考に，容積率の格差１０％につき０．５％の減価

補正を行うことが相当であると判断し，本件課税土地ⅠないしⅢの容積率は８

０％であることから，その減価率を６％，補正率を０．９４として，別紙１課

税明細目録記載のとおりの本件修正をした。なお，本件課税土地Ⅳについて

は，一団地の住宅施設の都市計画による建ぺい率・容積率の制限はないので，

修正していない。 

ウしたがって，本件課税土地ⅠないしⅢについての本件修正価格及び本件課税

土地Ⅳについての本件当初価格は，評価基準の定める評価方法に従って決定さ

れた価格であり，それを上回るものではなく，その評価方法によっては適正な

時価を適切に算定することのできない特別の事情は存しないから，基準年度に
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係る賦課期日におけるこれらの土地の客観的な交換価値としての適正な時価を

上回るものではない。 

（原告らの主張） 

ア本件当初価格について 

評価基準に従い本件各土地の価格を決定するに当たっては，状況類似地域をＡ

団地の第１街区とした上，本件規制を考慮した不動産鑑定士による鑑定評価か

ら求められた価格等を活用して標準宅地の適正な時価を算定し，評定すべきで

あった。また，仮に本件規制を不動産鑑定士による鑑定評価において考慮しな

いのであれば，画地計算法において考慮すべきであった。 

しかしながら，府中市長は，本件当初価格の決定に当たり，第１街区のみなら

ず，第２街区及び第３街区も含めたＡ団地の全体を状況類似地域とした上，被

告と利害関係のあるk鑑定士による本件規制を適切に考慮しないk鑑定を利用し

て標準宅地の時価を求めて路線価を付設し，画地計算法においても本件規制を

考慮して所要の補正を行うことなく，本件当初価格を決定した。 

そして，本件規制を適切に考慮していれば，減価要因となるものであるから，

本件課税土地ⅠないしⅣの本件当初価格は，評価基準によって決定される価格

を上回るものである。 

イ本件修正価格について 

府中市長は，本件修正においても，Ａ団地の全体を状況類似地域とし，本件規

制を地域要因ではなく，個別的要因であるとした上で，路線価には反映させ

ず，画地計算時に市町村長による所要の補正を行うのが妥当であるとして，k

鑑定を再利用し，画地計算法の適用において本件規制を考慮したとする補正を

したものである。 

しかしながら，本件規制は，個別的要因ではなく，地域要因として考慮すべき

ものであり，k鑑定は，実質的には本件規制を考慮していないから，標準宅地

の適正な時価の評定において活用することはできないものであって，本件修正

は不動産鑑定士による鑑定評価を活用したものとは評価できず，評価基準に反

するものである。 

また，仮に画地計算法の適用において所要の補正を行うとしても，東京都多摩

第２分科会の土地価格比準表の補正率によったことについて，合理的な理由が

示されておらず，また，同土地価格比準表では，建ぺい率について考慮されて

おらず，不合理である。結局，本件修正は，本件規制を十分に考慮していな

い。 

したがって，本件修正により登録された本件課税土地ⅠないしⅢ，Ⅴ及びⅥの

本件修正価格は，評価基準の定める評価方法に従って決定された価格というこ

とはできず，評価基準によって決定される価格を上回るものである。 
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ウ府中市長による標準宅地及び主要な街路の選定は妥当であるが，標準宅地の

適正な時価は，１平方メートル当たり１２万円であり，その７割である１平方

メートル当たり８万４０００円を主要な街路の路線価とし，評価基準に従い本

件課税土地Ⅰないし６の価格を算定すると，本件課税土地ⅠないしⅢについて

は，別紙６及び別紙７のとおりの計算を経て別紙２価格目録記載Ⅰ及び２の

（１）ないし（３）のとおりとなり，本件課税土地Ⅳについては，別紙６のと

おりの計算を経て別紙２価格目録記載Ⅰの（４）のとおりとなり，本件課税土

地Ⅴ及びⅥについては，別紙７のとおりの計算を経て別紙２価格目録記載Ⅱの

（４）及び（５）のとおりとなる。 

（３）国家賠償請求の可否 

（原告らの主張） 

府中市長は，k鑑定を踏まえて本件当初価格を決定したところ，k鑑定は，本件

規制を個別的要因として捉えて減価しながらも，他方で本件規制を環境要因と

しての増価要因として捉え，最終的に本件規制による減価を認めなかったもの

であり，一見して不合理であることが明らかである。府中市長は，その当時得

ていた情報をもとに，職務上通常尽くすべき注意義務を尽くしていれば，k鑑

定が不合理であると判断することができたのにこれをせず，本件課税土地Ⅰな

いしⅣの本件当初価格の決定において，平成２１年度と同様の違法な評価を繰

り返したものであるから，府中市長に納税者である原告らに対する職務上の法

的義務の違反があることは明らかである。 

そして，原告らは，被告に対し，平成２１年度の評価替えの時点で，本件各土

地の評価が違法である旨問題を指摘していたにもかかわらず，被告が真摯に検

討しなかったため，平成２４年度の評価替えにおいても同様の過ちが繰り返さ

れ，本件課税土地ⅠないしⅣの本件当初価格を是正するために多くの時間と弁

護士に委任するなどの費用を費やすことになったものであるから，原告らに

は，それぞれ慰謝料２０万円及び弁護士費用５万円の損害賠償を認めるべきで

ある。 

（被告の主張） 

府中市長は，不動産鑑定士による鑑定であるk鑑定に基づき，本件当初価格を

決定したものであるところ，k鑑定は，一団地の住宅施設の規制を地域要因と

して捉えていないが，これは東京都内の他の市と同様の取扱いであって，不動

産鑑定士一般の考え方であったし，本件当初価格の決定の際には，本件規制を

個別的要因として評価することを是認しつつ減価要因として考慮すべきである

とする平成２１年度分東京高裁判決がされていなかったことからすると，府中

市長は，地方税法等の予定した手続を踏まえて本件当初価格を決定したもので

あって，職務上通常尽くすべき注意義務を尽くしていたのであるから，府中市
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長による本件当初価格の決定には，国家賠償法１条１項の適用上，違法はな

い。 

また，仮に原告らが過大な納税をしたとしても，金銭的給付であってそれによ

り精神的苦痛を受けるものではなく，地方税の過誤納が生じた場合には，これ

に還付加算金を付して還付されることになっており，他に損害を賠償すること

は予定されていないから，原告らの慰謝料及び弁護士費用の請求には理由がな

い。 

 

【当裁判所の判断】 

１ 争点１（本件第１決定の取消しを求める訴えの利益の有無及び予備的請求

の追加の可否）について 

（１）本件第１決定の取消しを求める訴えの利益 

地方税法４１７条１項は，市町村長は，固定資産課税台帳に登録すべき固定資

産の価格等の全てを登録した旨の公示の日以後において固定資産の価格等の登

録がされていないこと又は登録された価格等に重大な錯誤があることを発見し

た場合においては，直ちに固定資産課税台帳に登録された類似の固定資産の価

格と均衡を失しないように価格等を決定し，又は決定された価格等を修正し

て，これを固定資産課税台帳に登録しなければならない旨を定めるところ，固

定資産の価格等の登録がされていない場合には価格等を決定するとされている

のに対し，登録された価格等に重大な錯誤がある場合には決定された価格等を

修正するとされていることからすれば，同項にいう価格の修正とは，修正によ

り価格が減額されることとなる場合には，それにより減少した価格に係る部分

についてのみ効力を生ずるものであり，当初の価格の決定とは別個独立のもの

ではなく，その実質は，当初の価格の決定の変更であり，この修正された価格

の登録によって，価格の減額という納税者に有利な効果をもたらすものである

と解するのが相当である。 

そうすると，固定資産税の納税者は，当初に決定され固定資産課税台帳に登録

された価格についての審査の申出を棄却する旨の固定資産評価審査委員会の決

定の取消しを求める訴えを提起していた場合においては，その後，当初に決定

された価格が減額修正されて固定資産課税台帳に登録されたときであっても，

上記の審査の申出及び同委員会による上記の決定を上記の修正により減額され

た後の当初の価格についてのものとして，なおその決定の取消しを求める訴え

の利益を失うものではないというべきであり，上記の減額修正がされた後の登

録価格について再度の審査の申出をする利益及びその申出に対する同委員会の

決定の取消しを求める訴えの利益はいずれもないものというべきである。 

これを本件についてみるに，前提事実によれば，府中市長は，本件各土地につ
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いて本件当初価格を決定してこれを土地課税台帳に登録し，原告らから当該登

録価格について審査の申出を受けた本件委員会が審査の申出を棄却する旨の本

件第１決定をしたのであるが，その後，府中市長が，本件修正により，本件課

税土地ⅠないしⅢ，Ⅴ及びⅥの本件当初価格を本件修正価格に減額修正してこ

れを土地課税台帳に登録し，原告らからこれらの土地の本件修正後の登録価格

について審査の申出を受けた本件委員会が審査の申出を棄却する旨の本件第２

決定をしたのであるところ，上記に説示したところによれば，原告らは，本件

修正の後においても，本件第１決定のうち，本件修正により価格の修正がされ

なかった本件課税土地Ⅳに係る部分はもとより，価格が減額修正された本件課

税土地ⅠないしⅢに係る部分についても，減額された後の当初の価格について

の決定として，その取消しを求める訴えの利益を失わないものというべきであ

る。これと異なる被告の主張は採用することができない。 

（２）予備的請求について 

原告らの予備的請求の追加は，本件第１決定の取消しを求める主位的請求に係

る訴えの利益が失われたと判断される場合に備えてのものであるところ，上記

（１）に説示したとおり，原告らは，本件修正の後においても，本件第１決定

の取消しを求める主位的請求に係る訴えの利益を失うものではないから，原告

らの予備的請求の追加は，訴えの変更としての適法性を判断するまでもなく，

訴えの利益を欠く不適法な訴えとして，却下されるべきものである。 

（なお，上記（１）に説示したところによれば，原告らは，本件課税土地Ⅴ及

びⅥについても，減額された後の当初の登録価格を対象として本件委員会に審

査の申出をし，その決定に対して取消しの訴えを提起することができるものと

解されるが，その場合の審査の申出の期間（地方税法４３２条１項）は，本件

当初価格の登録についての公示の日から当該登録価格に基づく納税通知書の交

付を受けた日後３か月を経過する日までとなるものであることに留意すべきで

ある。） 

２ 争点２（登録価格の決定の適法性）について 

（１）前提事実に証拠及び弁論の全趣旨を総合すると，Ａ団地の概況や本件当

初価格及び本件修正価格の決定等について，以下の事実が認められる。 

アＡ団地の概況 

（ア）Ａ団地の第１街区は，別紙４の紫線枠内に位置しており，同街区の南側

には同別紙の黄線であるしみず下通りがあり，同街区の西側には同別紙の青線

である白糸台通りがあるところ，同別紙の緑線枠内に位置するＡ団地の第２街

区は，第１街区と白糸台通りを挟んだ向かい側にあり，その更に西側に，同別

紙の赤線枠内に位置するＡ団地の第３街区があり，第２街区及び第３街区はし

みず下通りと接していない（α３の１～５の２）。 
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（イ）本件各土地のあるＡ団地の第１街区は，第一種中高層住居専用地域とさ

れ，指定建ぺい率は６０％，指定容積率は２００％とされているところ，Ａ団

地は，昭和４４年５月２０日付けで建設大臣が告示した府中都市計画において

定められた「一団地の住宅施設」であり，その都市計画において，本件課税土

地ⅠないしⅢは，建ぺい率が２０％に，容積率が８０％に，本件課税土地Ⅴ及

びⅥは，建ぺい率が１５％に，容積率が７０％にそれぞれ制限されており（本

件規制），第１街区内の住宅は分譲の共同住宅で，公共施設には隣接していな

い（前提事実（２），α６，７の２，弁論の全趣旨）。 

（ウ）Ａ団地の第２街区は，第二種中高層住居専用地域及び第一種中高層住居

専用地域の二つの用途地域に区分され，いずれも指定建ぺい率は６０％，指定

容積率は２００％とされているところ，上記（イ）の都市計画において，建ぺ

い率が２０％に，容積率が１３０％にそれぞれ制限されており，第２街区内の

住宅は賃貸の共同住宅で，第２街区内には，スーパーマーケットのほか，商店

などの商業施設や押立保育園が存在し，南側で押立公園及び押立庭球場と隣接

している（α４の３，α７の２，α８，９，１６～１８，弁論の全趣旨）。 

（エ）Ａ団地の第３街区は，第一種中高層住居専用地域とされ，指定建ぺい率

は６０％，指定容積率は２００％とされているところ，前記（イ）の都市計画

において，建ぺい率が２０％に，容積率が８０％にそれぞれ制限されている

（α７の２，α１０）。 

イ本件当初価格の決定 

（ア）府中市長は，Ａ団地の第１街区ないし第３街区のＡ団地の全体を状況類

似地域に区分した上，しみず下通りを主要な街路とし，第１街区のうち，建ぺ

い率が２０％，容積率が８０％である本件課税土地ⅠないしⅢを一画地の標準

宅地として選定し，k鑑定士に対し，当該標準宅地（以下「本件標準宅地」と

いう。）の鑑定評価を依頼した（α１１，弁論の全趣旨）。 

（イ）k鑑定士は，平成２３年３月３１日，宅地鑑定評価書の様式に従い，本

件標準宅地の鑑定評価（k鑑定）を鑑定評価書にまとめた（α１１）。 

k鑑定においては，近隣地域の状況中の行政的条件について指定建ぺい率６

０％，容積率２００％とされている。そして，k鑑定は，取引事例比較法にお

ける取引事例として，〔１〕建ぺい率７０％，容積率３００％の土地，〔２〕

建ぺい率６０％，容積率２００％の土地，〔３〕建ぺい率６０％，容積率２０

０％の土地の三つの土地の取引を参照した上，取引事例比較法による比準価格

を１平方メートル当たり２７万３０００円とし，収益還元法における標準的画

地上の建物の状況を建ぺい率６０％，容積率２００％の土地に建築することが

できるマンションと想定した上，収益還元法による収益価格を１平方メートル

当たり１８万９０００円とした。 
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k鑑定は，これらを基礎として，本件標準宅地に係る標準的画地の価格（標準

価格）を１平方メートル当たり２６万６０００円と評価し，これに個別的要因

として，「方位（南） ＋５．０」，「四方路＋５．０」，「規模▲７．

０」，「住環境＋１０．０」，「建ぺい率・容積率▲１０．０」の補正をし，

本件標準宅地の価格を１平方メートル当たり２７万１０００円と評価した。 

（ウ）府中市長は，上記（イ）の標準価格の７割である１平方メートル当たり

１８万６０００円を主要な街路であるしみず下通りの路線価とし，これに比準

して，その他の街路の路線価を付設した（α１２，１３）。 

府中市長は，上記路線価を基礎とし，画地計算法により，別紙５のとおりの計

算を経て，本件課税土地ⅠないしⅣの本件当初価格を別紙１課税明細目録記載

のとおり決定した（弁論の全趣旨）。 

ウ本件修正 

（ア）府中市長は，平成２１年度分東京高裁判決を受けて，本件規制を各画地

に画地計算法を適用する際の所要の補正において考慮することとし，東京都多

摩第２分科会で定める土地価格比準表を参考に，容積率の格差１０％につき

０．５％の減額補正を行うこととし，本件課税土地ⅠないしⅢについては，容

積率が８０％であることから，その減価率を６％，補正率を０．９４とし，本

件課税土地Ⅴ及びⅥについては，容積率が７０％であることから，その減価率

を６．５％，補正率を０．９３として，これらの土地の価格を別紙１課税明細

目録記載の各修正後の価格とする本件修正をした。なお，本件課税土地Ⅳにつ

いては，一団地の住宅施設の都市計画による建ぺい率・容積率の制限はないの

で，修正していない（α６２，β１３，弁論の全趣旨）。 

（イ）東京都多摩第２分科会は，地価公示法に基づき，土地鑑定委員会が公示

地価を決定するに際して求める不動産鑑定士の鑑定評価（同法２条１項）に関

し，評価員相互の連絡調整を図るために，都道府県の区域又は２以上に区分し

た地域ごとに評価員によって組織される分科会のうち，府中市，調布市，狛江

市及び稲城市を区域とする分科会である（β１１，１２）。 

東京都多摩第２分科会においては，評価員の鑑定評価の均衡を図るため，「土

地価格比準表」を定めており，地域要因の一つとして「〔４〕行政的条件」が

挙げられ，容積率については住宅地は１０％につき０．５ポイントの格差と

し，建ぺい率については原則として考慮しないとされている（α２６，β１

２）。 

（２）地方税法は，土地に対して課する基準年度の固定資産税の課税標準を，

当該土地の基準年度に係る賦課期日における登録価格とし（３４９条１項），

ここでの価格とは「適正な時価」をいうと定めている（３４１条５号）とこ

ろ，上記の適正な時価とは，正常な条件の下に成立する当該土地の取引価格，



東京地裁 平成 25年（行ウ）602 
 

14 
 

すなわち，客観的な交換価値をいうと解されるから，土地の基準年度に係る賦

課期日における登録価格が同期日における当該土地の客観的な交換価値として

の適正な時価を上回れば，その登録価格の決定は違法となる。 

また，全国一律の統一的な評価基準による評価によって，各市町村全体の評価

の均衡を図り，評価に関与する者の個人差に基づく評価の不均衡を解消するた

めに，固定資産の価格は評価基準によって決定されることを要するものとする

地方税法の規定及びその趣旨等に鑑みれば，固定資産税の課税において評価基

準に従った評価を受ける利益は，適正な時価との比較の問題とは別にそれ自体

が地方税法上保護されるべきものということができるから，土地の基準年度に

係る賦課期日における登録価格が評価基準によって決定される価格を上回る場

合には，その登録価格が適正な時価を上回るか否かにかかわらず，その決定は

違法となるものというべきである。 

そして，地方税法は固定資産の適正な時価を算定するための技術的かつ細目的

な基準の定めを評価基準に委任したものであること等からすると，評価対象の

土地に適用される評価基準の定める評価方法が適正な時価を算定する方法とし

て一般的な合理性を有するものであり，かつ，当該土地の基準年度に係る賦課

期日における登録価格がその評価方法に従って決定された価格を上回るもので

ない場合には，その登録価格は，その評価方法によっては適正な時価を適切に

算定することのできない特別の事情の存しない限り，同期日における当該土地

の適正な時価を上回るものではないと推認するのが相当である（以上，前掲最

高裁平成２５年７月１２日判決参照）。 

（３）そこでまず，本件課税土地ⅠないしⅢの本件修正価格及び本件課税土地

Ⅳの本件当初価格 

が評価基準によって決定される価格を上回るか否かについて検討する。 

本件課税土地ⅠないしⅣについては，評価基準の定める市街地宅地評価法によ

りその価格を決定すべきことは当事者間に争いがないところ，市街地宅地評価

法の適用においては，地区の区分，各地区における状況類似地域の区分，各地

域ごとの主要な街路及びこれに沿接する標準宅地の選定，その標準宅地の適正

な時価の評定，これに基づく主要な街路への路線価の付設，これに比準しての

その他の街路の路線価の付設，これらの路線価を基礎とする各画地への画地計

算法の適用等が，いずれも適正に行われることが要請されるものであり，これ

らを適正に行うことなく決定された価格は，評価基準によって決定される価格

ということはできないものと解される。そして，本件においては，主として，

状況類似地域の区分，標準宅地の適正な時価の評定における不動産鑑定士によ

る鑑定評価の活用，画地計算法の適用における所要の補正が評価基準に従い適 

正に行われたか否かが争われているので，以下，検討する。 
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ア状況類似地域の区分について 

（ア）市街地宅地評価法における状況類似地域の区分は，街路の状況，公共施

設等の接近の状況，家屋の疎密度その他の宅地の利用上の便等からみて相当に

相違する地域ごとに区分するものであり，一般的ないし地域的な価格形成要因

がおおむね同等と認められる地域ごとに区分するものであると解される（α１

５参照）。 

すなわち，〔１〕「街路の状況」による区分とは，宅地価格の構成要素のう

ち，道路に着目して，道路が宅地の価格に及ぼす影響の程度に応じて行うもの

で，道路交通上の利用の便否，すなわち道路交通人口の質と量によって決定さ

れるものと解され，〔２〕「公共施設等の接近の状況」による区分とは，駅等

の交通施設，公園・緑地・広場・運動場その他の公共空地，学校その他の教育

文化施設，病院等の医療施設，保育所等の社会福祉施設，興行場・盛り場等の

歓楽施設等の諸施設が接近していることにより，宅地の価格が受ける影響の程

度に応じて区分を行うものであると解され，〔３〕「家屋の疎密度」とは，土

地を上下にわたって利用する立体利用と敷地の建ぺい率で表される平面利用の

両者をいうものと解され，〔４〕「その他の宅地利用上の便」とは，宅地の普

遍的な要素，具体的には上下水道施設の普及状態，ガス設備等の有無，自然環

境の良否，防火保安度の状態等の諸点において，ほぼ同等であることに着目す

るものと解される（α１５参照）。 

そして，状況類似地域をあまりに細分化して区分すると，その細分化された多

数の地域ごとに標準宅地を選定し，路線価を付設するという作業を行うことと

なり，市町村の評価に要する事務量の面からみて必ずしも現実的ではないと考

えられ，そのため，評価基準においても「その状況が相当に相違」していれば

足りるとされていることからすると，状況類似地域の区分に当たっては，市町

村の評価事務量と評価の適正の確保との関係を考慮して，市町村長が任意に判

断すべきものであり（α１５参照），市町村長の合理的な裁量に委ねられてい

るものと解される。 

（イ）これを本件についてみるに，前記（１）で認定したとおり，府中市長

は，第１街区，第２街区及び第３街区の全ての街区において用途地域による指

定建ぺい率が６０％，指定容積率が２００％とされ，全体が都市計画による一

団地の住宅施設とされているＡ団地の全体を状況類似地域に区分している。 

一団地の住宅施設は，良好な居住環境を有する住宅及びその居住者の生活の利

便の増進のため必要な施設を一団の土地に集団的に建設することを目的に都市

計画に定める都市施設であり（β４参照），道路・公園・学校などの公共施

設・公益的施設の配置方針が定められるものであって，Ａ団地のいずれの街区

にあっても公共施設等の接近の状況はおおむね同等と評価することができる
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し，上下水道施設の普及状態，ガス設備等の有無，自然環境の良否，防火保安

度の状態等の諸点においても特段異なる点は見受けられないことも考慮すれ

ば，府中市長において，Ａ団地の全体を状況類似地域としたことには相応の根

拠があるということができる。 

前記（１）で認定したとおり，Ａ団地の第１街区は，しみず下通りと接する一

方，第２街区及び第３街区は，しみず下通りと接しておらず，第１街区と第２

街区との間には白糸台通りが通っているところ，評価基準が，状況類似地域を

区分した上，各地域ごとに主要な街路に沿接する宅地のうちから標準宅地を選

定し，その適正な時価に基づいて主要な街路に路線価を付設し，これに比準し

てその他の街路の路線価を付設し，これらの路線価を基礎として各画地に画地

計算法を適用し，各筆の宅地の評点数を付設するものと定めていることからす

れば，単に主要な街路として選定される街路と接するか否かや街路が間を通っ

ているか否かにより状況類似地域であるか否かを区分するものではないと解さ

れるのであり，しみず下通りや白糸台通りとの位置関係から，第１街区と第２

街区及び第３街区とを合わせたＡ団地の全体を状況類似地域に区分することが

不合理であるということはできない。 

また，前記（１）で認定したとおり，Ａ団地の第１街区の住宅は分譲の共同住

宅であるのに対し，第２街区の住宅は賃貸の共同住宅で，第２街区には商業施

設や保育園もあり，公園・庭球場にも隣接しているところ，地上の共同住宅が

分譲か賃貸かによりその敷地の一般的ないし地域的な価格形成要因に顕著な違

いが生じるものではなく，また，上記で述べたとおり，Ａ団地のいずれの街区

にあっても公共施設等の接近の状況はおおむね同等であるといえるから，分譲

住宅か賃貸住宅かという観点や，公共施設等の接近の状況の観点から，第１街

区と第２街区及び第３街区とを合わせたＡ団地の全体を状況類似地域に区分す

ることが不合理であるということはできない。 

さらに，前記（１）で認定したとおり，一団地の住宅施設を定める都市計画に

より，Ａ団地の第１街区及び第３街区は建ぺい率が２０％，容積率が８０％

（一部は建ぺい率が１５％，容積率が７０％）に制限され，第２街区は建ぺい

率が２０％，容積率が１３０％に制限されているところ，各街区の建ぺい率は

いずれも同じであり，第２街区の容積率だけが他と比べて高いため，より高層

の住宅を建築することができるという程度の違いがあるにすぎないものである

から，第１街区，第２街区及び第３街区の状況が，家屋の疎密度の点で相当に

相違するものと判断しなかったとしても，その判断が不合理であるとはいい難

い。 

したがって，府中市長が，Ａ団地の全体を状況類似地域に区分したことには相

応の根拠があり，その判断に不合理な点はなく，この点において，評価基準に
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従わなかった違法があるということはできない。 

イk鑑定について 

（ア）前記（１）イ及び証拠（α１１）によれば，k鑑定は，宅地鑑定評価書

の様式に従い，本件標準宅地（本件課税土地ⅠないしⅢ）を評価するものであ

るところ，近隣地域の状況中の行政的条件を指定建ぺい率６０％，容積率２０

０％とし，取引事例比較法において，建ぺい率７０％，容積率３００％の土地

や建ぺい率６０％，容積率２００％の土地二つにつき，事例地の個別的要因の

標準化補正において大幅な補正をせずに比準価格を算定し，収益還元法におい

ても，建ぺい率６０％，容積率２００％の土地上に建築することができるマン

ションを想定して収益価格を算定した一方で，標準価格の査定をした後に，本

件標準宅地の鑑定評価額の決定に当たり建ぺい率・容積率の補正をしているこ

とが認められるから，本件標準宅地に対する建ぺい率２０％，容積率８０％と

いう本件規制を標準的画地の価格形成要因としては考慮せず，本件標準宅地の

個別的要因として考慮するものである。 

（イ）評価基準は，路線価の基礎となる標準宅地の適正な時価を求める場合

に，不動産鑑定士による鑑定評価から求められた価格等を活用するものとする

ところ，標準宅地が画地計算法を適用すべきものであるときは，仮に当該標準

宅地の位置に画地計算法を適用する必要がない宅地があるものとした場合にお

ける当該宅地である標準的画地の適正な時価を算出する旨を定めており，標準

的画地は，それぞれの地域において最も普遍的な価格形成要因を具備した土地

ということができる（β２参照）。 

そして，国土交通省の作成に係る不動産鑑定評価基準が指摘するとおり，価格

形成要因は一般的要因，地域要因及び個別的要因に分けられるものと解される

ところ，同基準においては，一般的要因中の行政的要因として土地利用に関す

る計画及び規制の状態等が，地域要因として土地利用に関する計画及び規制の

状態等が，個別的要因として公法上の規制・制約等がそれぞれ例示されてお

り，建ぺい率及び容積率の制限については，具体的状況に応じ，これらのいず

れかに当てはまるものとして鑑定評価をすることになるものと解される。 

仮に状況類似地域の中に異なる建ぺい率や容積率の制限を受ける土地がある場

合に，標準宅地の建ぺい率や容積率の制限を一般的ないし地域的な価格形成要

因として考慮すべきものとすると，標準的画地がそのような制限を受けるもの

としてその時価が算出されることとなり，標準的画地であるのに標準宅地固有

の要因を織り込んだ評価がされることとなる。 

また，証拠（α５１の２，β６）によれば，用途地域の指定建ぺい率及び容積

率の制限よりも都市計画において定められる一団地の住宅施設として更に建ぺ

い率及び容積率が制限されている事例の存する市が，東京都内で府中市以外に
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も１３市あるところ，平成２４年度においては，そのうち１１市において，標

準宅地を当該一団地内の土地とした場合の宅地鑑定評価書中の近隣地域の行政

的条件の欄に，用途地域の指定建ぺい率及び容積率が記載され，１市におい

て，同欄に，用途地域及び一団地の住宅施設としての建ぺい率及び容積率の双

方が記載されていたこと，他の１市（狛江市）においては，同欄に，一団地の

住宅施設としての建ぺい率及び容積率が記載されていたが，平成２１年度にお

いては，同市においても，用途地域の指定建ぺい率及び容積率が記載されてい

たことが認められるから，用途地域の指定建ぺい率及び容積率を一般的ないし

地域的な価格形成要因として考慮する一方，一団地の住宅施設による建ぺい率

及び容積率の制限を一般的ないし地域的な価格形成要因としては考慮しないと

いう取扱いは，不動産鑑定士が一般的に行っていたものであると評価すること

ができる。 

上記に述べたとおり，評価基準は，それぞれの地域において最も普遍的な価格

形成要因を具備した標準的画地の標準価格をもって路線価の基礎とするもので

あること，一団地の住宅施設としての建ぺい率及び容積率の制限を一般的ない

し地域的な価格形成要因としては考慮しないという取扱いは，不動産鑑定士が

一般的に行っていたものであると評価できることからすれば，状況類似地域の

中でも一団地の住宅施設としての建ぺい率及び容積率の制限にばらつきがある

場合に，その制限を，当該地域における標準的画地の価格形成要因ではなく，

標準宅地の個別的要因として考慮することにも相応の根拠があるということが

できる。 

本件においては，前記アで説示したとおり，Ａ団地の全体を状況類似地域に区

分することが評価基準に反するということはできず，Ａ団地全体の用途地域に

よる指定建ぺい率及び容積率は同一であり，Ａ団地には，第１街区の本件標準

宅地の受ける建ぺい率２０％，容積率８０％という本件規制とは異なる建ぺい

率２０％，容積率１３０％の制限を受ける第２街区があることからすると，本

件規制を標準的画地の価格形成要因としては考慮しないk鑑定が，その点にお

いて不合理なものであるということはできない。 

（ウ）そして，本件規制を標準的画地の価格形成要因として考慮しないのであ

れば，取引事例比較法において参照の対象とする取引事例につき，建ぺい率２

０％，容積率８０％である本件規制を考慮して事例地の個別的要因の標準化補

正をする必要はないし，収益還元法において標準的画地上に想定する建物につ

いても本件規制を考慮せずに想定することができるのであるから，k鑑定にお

いて取引事例比較法により比準価格を求めた過程や収益還元法により収益価格

を求めた過程にも誤りがあるということはできない。 

（エ）なお，証拠（α２４の１～５）によれば，被告は，k鑑定士に対し，平
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成２１年度及び平成２２年度において，不動産鑑定料及び訴訟に係るＡ団地の

再鑑定評価業務委託料を支払っていることが認められる。 

しかしながら，単に依頼者から鑑定評価を依頼され，報酬の支払を受けたこと

があることのみをもって，その不動産鑑定士による鑑定評価が利害関係がある

者による不適切な鑑定評価であるということはできないところ，上記のとお

り，被告は，k鑑定士に対し，k鑑定以前に不動産の鑑定評価を依頼したことが

あることがうかがわれるものの，このことをもって，k鑑定が被告と利害関係

のある不動産鑑定士によりされた不適切なものであるということはできない。 

（オ）以上の検討によれば，k鑑定につき，仮に本件規制を本件標準宅地の個

別的要因として考慮するに当たり不適切な点があったとしても，標準的画地の

価格である標準価格を求めるまでの過程においては，誤りや不合理な点がある

とはいえず，k鑑定により求められた標準的画地に係る標準価格を主要な街路

についての路線価の付設に活用することが評価基準に反するものであるという

ことはできない。 

ウ本件修正について 

（ア）本件修正は，本件規制を各画地に画地計算法を適用する際の所要の補正

において考慮することとしたものであるから，本件当初価格の決定の際に付設

された各路線価を基礎としたものであり，k鑑定と別に不動産鑑定士に鑑定評

価を依頼した上で行われたものではない。 

しかしながら，上記イで説示したとおり，k鑑定により求められた標準的画地

に係る標準価格を主要な街路についての路線価の付設に活用することが評価基

準に反するものであるとはいえず，こうして付設された路線価に比準してその

他の街路の路線価を付設することもまた，評価基準に反するものであるとはい

えないのであるから，k鑑定以外に再鑑定を依頼せずに上記の各路線価を基礎

として行われた本件修正もまた，評価基準に反するものであるということはで

きない。 

（イ）また，前記（１）ウのとおり，本件修正は，本件規制を考慮するに当た

り，東京都多摩第２分科会で定める土地価格比準表を参考に，容積率の格差１

０％につき０．５％の減額補正を行うこととしたものであるところ，同分科会

は，不動産鑑定士である評価員相互の連絡調整を図るために評価員によって組

織された分科会であり，上記の土地価格比準表は，同分科会において評価員の

鑑定評価の均衡を図るため評価員の経験等に基づいて定められたものと認めら

れるから，このような土地価格比準表に不合理な点があるとは認め難い。 

本件修正に際し，容積率の格差については考慮する一方で，建ぺい率の格差に

ついては考慮していない点についても，住宅地においては，建ぺい率の制限に

より，複数階の建築物を建築することができないほど小規模の宅地である場合
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を除き，建ぺい率の制限により建築面積が制約されるものではないから，建ぺ

い率の格差を評価すべきものではなく，小規模宅地の場合には別途地積過少と

して格差を評価すべきものと解される（β１４）ところ，一画地としての本件

課税土地ⅠないしⅢの地積は別紙１課税明細目録記載の各地積を合計したもの

であって，当該画地が小規模宅地であるということはできないから，この点に

おいても不合理であるということはできない。 

なお，この点に関し，原告らが本件規制を適切に考慮したものであるとして提

出する不動産鑑定評価書（α２０）においては，本件標準宅地の価格が，k鑑

定における価格の約４５％に相当する１平方メートル当たり１２万３０００円

とされているが，上記の土地価格比準表が定める減額補正率に照らし，にわか

には採用し難い。 

（ウ）そうすると，本件修正については，評価基準に反してされたものである

ということはできない。 

エそして，以上の検討及び弁論の全趣旨によれば，以上の各点を含め，本件課

税土地ⅠないしⅢの本件修正価格及び本件課税土地Ⅳの本件当初価格の算定に

用いられた評価の手法は，評価基準に従ったものと認めることができるから，

これらの価格は評価基準の定める評価方法に従って決定された価格であると認

められ，それを上回るものではないということができる。 

（４）そして，本件課税土地ⅠないしⅣに適用される評価基準の定める評価方

法（画地計算法を含む市街地宅地評価法）が適正な時価を算定する方法として

一般的な合理性を有するものであることを疑わせる事情はない。 

また，これまで述べたところからすれば，本件において，上記の評価方法によ

っては本件課税土地ⅠないしⅣの適正な時価を適切に算定することのできない

特別の事情が存するということもできない。 

（５）したがって，本件課税土地ⅠないしⅢの本件修正価格及び本件課税土地

Ⅳの本件当初価格は，基準年度である平成２４年度に係る賦課期日におけるこ

れらの土地の客観的な交換価値としての適正な時価を上回るものではないと推

認されるから，これらの登録価格の決定に違法はない。 

３ 争点３（国家賠償請求の可否）について 

国家賠償法１条１項は，国又は公共団体の公権力の行使に当たる公務員が，

個々の国民に対して負担する職務上の法的義務に違反して当該国民に損害を加

えたときに，国又は公共団体がこれを賠償する責任を負うことを規定するもの

である（最高裁平成２５年（オ）第１０７９号同２７年１２月１６日大法廷判

決・民集６９巻８号２４２７頁参照）。 

前記２で説示したとおり，府中市長が，Ａ団地の全体を状況類似地域に区分

し，k鑑定により求められた標準的画地に係る標準価格を活用して本件標準宅
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地が沿接する主要な街路に路線価を付設し，これに比準してその他の街路の路

線価を付設したこと，さらに，本件課税土地Ⅳについて，これらの路線価を基

礎とし，画地計算法を適用して本件当初価格を決定したことは，評価基準に反

するものではないから，これらの点において，府中市長が原告らに対して負担

する職務上の法的義務に違反したということはできない。 

そして，前提事実に証拠（α１１，４４）及び弁論の全趣旨を併せると，

〔１〕k鑑定は，本件標準宅地である本件課税土地ⅠないしⅢの鑑定評価額の

決定に当たり，本件規制を，減価要因（建ぺい率・容積率）として評価する一

方，増価要因（住環境）としても評価し，結果的に本件規制による減価をせず

に鑑定評価額を決定したものであり，府中市長においても，k鑑定にならい，

一画地としての本件課税土地ⅠないしⅢに対する画地計算法の適用において本

件規制を考慮した所要の補正をせずに本件当初価格を決定したこと，〔２〕府

中市長は，平成２１年度の登録価格の決定においても，本件規制による減価を

していなかったところ，府中市長が本件当初価格を決定した時点においては，

平成２１年度分訴訟につき，原告ｂの請求を棄却する旨の東京地方裁判所の判

決及び同原告の控訴を棄却する旨の差戻前の東京高等裁判所の判決はされてい

たが，最高裁判所の判決はされていなかったこと，〔３〕その後，最高裁判所

の判決を受けた平成２１年度分東京高裁判決において，本件規制を減価要因と

して適切に考慮すれば，本件課税土地ⅠないしⅢの価格は実際に府中市長が決

定した価格を下回るはずであり，これらの土地の登録価格はこれらの土地に適

用される評価基準の定める評価方法に従って決定される価格を上回るものであ

る旨の判示がされたことが認められる。このように，府中市長が本件当初価格

を決定した当時においては，平成２１年度分東京高裁判決はされておらず，本

件規制による減価をせずに決定した平成２１年度の登録価格についての審査の

申出を棄却した平成２１年度分第１決定の取消しを求める原告ｂの請求を棄却

する旨の東京地方裁判所の判決及び同原告の控訴を棄却する旨の東京高等裁判

所の判決があったのであり，また，府中市長が本件当初価格を決定するに当た

り活用した不動産鑑定士による鑑定であるk鑑定においても，本件規制による

減価がされていなかったことからすると，府中市長がこの時点において，本件

規制による減価をせずに本件課税土地ⅠないしⅢの本件当初価格を決定したこ

とが，職務上通常尽くすべき注意義務を尽くさなかったものとして，原告らに

対して負担する職務上の法的義務に違反するものであるということはできな

い。 

したがって，府中市長による本件課税土地ⅠないしⅣの本件当初価格の決定が

国家賠償法１条１項の適用上違法の評価を受けることはないから，原告らの損

害賠償請求は理由がない。 
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４ 以上によれば，本件訴えのうち予備的請求に係る部分は不適法であるから

却下し，原告らのその余の請求はいずれも理由がないから棄却することとし，

訴訟費用の負担については，訴え提起後に本件修正がされたことに鑑み，これ

を１０分し，その９を原告らの負担とし，その余を被告の負担とすることとし

て，主文のとおり判決する。 

東京地方裁判所民事第３部 

裁判長裁判官 古田孝夫 裁判官 荒谷謙介 裁判官 南宏幸 

別紙１ 課税明細目録 

１ 府中市○×丁目××番××所在 

宅地３２１１．１２平方メートルのうち課税対象面積１５５３．０８平方メー

トル 

平成２４年度の当初の価格２億２２７１万１６７２円 

同修正後の価格２億０９３５万５１８４円 

２ 府中市○×丁目×番×所在 

宅地２万５２５９．０９平方メートルのうち課税対象面積１万５７６４．３８

平方メートル 

平成２４年度の当初の価格２２億６０６１万２０９２円 

同修正後の価格２１億２５０３万８４２４円 

３ 府中市△×丁目××番×所在 

宅地２万３１９６．１３平方メートルのうち課税対象面積１万５８２１．４４

平方メートル 

平成２４年度の当初の価格２２億６８７９万４４９６円 

同修正後の価格２１億３２７３万０１１２円 

４ 府中市○×丁目××番××所在 

宅地８０７．９５平方メートル（課税対象面積８０７．９５平方メートル） 

平成２４年度の価格１億２９４８万２０６７円 

５ 府中市○×丁目××番×所在 

宅地２８００．２５平方メートルのうち課税対象面積１５８５．８８平方メー

トル 

平成２４年度の当初の価格２億５０７２万７６２８円 

同修正後の価格２億３３１７万１９３６円 

６ 府中市△×丁目××番××所在 

宅地５４６．７７平方メートルのうち課税対象面積４３８．０９平方メートル 

平成２４年度の当初の価格６９２６万２０２９円 

同修正後の価格６４４１万２３７２円 

以上 
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別紙２ 価格目録 

１ 主位的請求 

（１）府中市○×丁目××番××所在 

宅地３２１１．１２平方メートルのうち課税対象面積１５５３．０８平方メー

トル 

１億０００８万０４７５円（１平方メートル当たり６万４４４０円） 

（２）府中市○×丁目×番×所在 

宅地２万５２５９．０９平方メートルのうち課税対象面積１万５７６４．３８

平方メートル 

１０億１５８５万６６４７円（１平方メートル当たり６万４４４０円） 

（３）府中市△×丁目××番×所在 

宅地２万３１９６．１３平方メートルのうち課税対象面積１万５８２１．４４

平方メートル 

１０億１９５３万３５９３円（１平方メートル当たり６万４４４０円） 

（４）府中市○×丁目××番××所在 

宅地８０７．９５平方メートル（課税対象面積８０７．９５平方メートル） 

５８３０万１６７２円（１平方メートル当たり７万２１６０円） 

２ 予備的請求 

（１）府中市○×丁目××番××所在 

宅地３２１１．１２平方メートルのうち課税対象面積１５５３．０８平方メー

トル 

１億０００８万０４７５円（１平方メートル当たり６万４４４０円） 

（２）府中市○×丁目×番×所在 

宅地２万５２５９．０９平方メートルのうち課税対象面積１万５７６４．３８

平方メートル 

１０億１５８５万６６４７円（１平方メートル当たり６万４４４０円） 

（３）府中市△×丁目××番×所在 

宅地２万３１９６．１３平方メートルのうち課税対象面積１万５８２１．４４

平方メートル 

１０億１９５３万３５９３円（１平方メートル当たり６万４４４０円） 

（４）府中市○×丁目××番×所在 

宅地２８００．２５平方メートルのうち課税対象面積１５８５．８８平方メー

トル 

１億１３２１万５９７３円 

（５）府中市△×丁目××番××所在 

宅地５４６．７７平方メートルのうち課税対象面積４３８．０９平方メートル 



東京地裁 平成 25年（行ウ）602 
 

24 
 

３１２７万５２４５円 

以上 

別紙３ 物件目録 

１ 原告ａ所有 

（一棟の建物の表示） 

府中市○×丁目×番地×，府中市○×丁目××番地××所在 

Ａ住宅×－××号棟 

鉄筋コンクリート造陸屋根５階建 

各階とも６７８．８３平方メートル 

（敷地権の目的である土地の表示） 

（１）府中市△×丁目××番×所在 

宅地２万３１９６．１３平方メートル 

（２）府中市△×丁目××番××所在 

宅地２７４．９４平方メートル 

（３）府中市△×丁目××番×所在 

宅地１３６０．４５平方メートル 

（４）府中市△×丁目××番×所在 

宅地１１１５．６３平方メートル 

（５）府中市△×丁目××番××所在 

宅地５４６．７７平方メートル 

（６）府中市○×丁目××番××所在 

宅地３２１１．１２平方メートル 

（７）府中市○×丁目×番×所在 

宅地２万５２５９．０９平方メートル 

（８）府中市○×丁目××番×所在 

宅地２８００．２５平方メートル 

（９）府中市○×丁目××番××所在 

宅地８０７．９５平方メートル 

（専有部分の建物の表示） 

○×丁目×番×の×－××－×××××× 

居宅鉄筋コンクリート造１階建 

３階部分４９．１５平方メートル 

（敷地権の表示） 

上記土地の所有権 

敷地権の割合３０６万０９８０分の４９１５ 

２ 原告ｂ所有 
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（一棟の建物の表示） 

府中市○×丁目×番地×，府中市○×丁目××番地××所在 

Ａ住宅×－×号棟 

鉄筋コンクリート造陸屋根５階建 

各階とも３１５．２４平方メートル 

（敷地権の目的である土地の表示） 

前記１と同じ 

（専有部分の建物の表示） 

○×丁目×番×の×－×－×××××× 

居宅鉄筋コンクリート造１階建 

１階部分４６．４２平方メートル 

（敷地権の表示） 

上記土地の所有権 

敷地権の割合３０６万０９８０分の４６４２ 

３ 原告ｃ所有 

（一棟の建物の表示） 

府中市○×丁目×番地×所在 

Ａ住宅×－××号棟 

鉄筋コンクリート造陸屋根５階建 

各階とも４２０．２４平方メートル 

（敷地権の目的である土地の表示） 

前記１と同じ 

（専有部分の建物の表示） 

○×丁目×番×の×－××－×××××× 

居宅鉄筋コンクリート造１階建 

２階部分４６．４２平方メートル 

（敷地権の表示） 

上記土地の所有権 

敷地権の割合３０６万０９８０分の４６４２ 

４ 原告ｄ所有 

（一棟の建物の表示） 

府中市○×丁目×番地×所在 

Ａ住宅×－××号棟 

鉄筋コンクリート造陸屋根５階建 

各階とも４２０．２４平方メートル 

（敷地権の目的である土地の表示） 
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前記１と同じ 

（専有部分の建物の表示） 

○×丁目×番×の×－××－×××××× 

居宅鉄筋コンクリート造１階建 

１階部分４６．４２平方メートル 

（敷地権の表示） 

上記土地の所有権 

敷地権の割合３０６万０９８０分の４６４２ 

５ 原告ｅ所有 

（一棟の建物の表示） 

府中市△×丁目××番地×所在 

Ａ住宅×－×号棟 

鉄筋コンクリート造陸屋根５階建 

各階とも３１５．２４平方メートル 

（敷地権の目的である土地の表示） 

前記１と同じ 

（専有部分の建物の表示） 

△×丁目××番×の×－×－×××××× 

居宅鉄筋コンクリート造１階建 

１階部分４６．４２平方メートル 

（敷地権の表示） 

上記土地の所有権 

敷地権の割合３０６万０９８０分の４６４２ 

６ 原告ｆ所有 

（一棟の建物の表示） 

府中市○×丁目×番地×所在 

Ａ住宅×－××号棟 

鉄筋コンクリート造陸屋根５階建 

各階とも５６５．７５平方メートル 

（敷地権の目的である土地の表示） 

前記１と同じ 

（専有部分の建物の表示） 

○×丁目×番×の×－××－×××××× 

居宅鉄筋コンクリート造１階建 

３階部分４９．１５平方メートル 

（敷地権の表示） 
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上記土地の所有権 

敷地権の割合３０６万０９８０分の４９１５ 

以上 

別紙４ □団地全体図 

別紙５ 登録価格の被告算定根拠 

別紙６ 登録価格の原告ら算定根拠１ 

別紙７ 登録価格の原告らの算定根拠４ 

 


